
大分市創業経営支援課 経営支援担当班 TEL097-537-5875 hanro@city.oita.oita.jp

〒870-8504 大分市荷揚町2番31号 大分市役所本庁舎9階

大分市の中小企業の皆様へ

大分市 経営力強化 検索

申請期間 4月1日～翌年３月３１日 （予算の上限に達し次第受付を終了します）
※実施日の１４日前（土日祝除く）までの申請が必要です。まずはヒアリングフォームへの入力をお願いします。

対象者 大分市内に事業所を有する中小企業（個人事業主の場合は事業所及び住所）
※中小企業基本法第2条第1項に規定する中小企業者（みなし大企業を除く）

① 人材育成応援事業（１．自主研修 ２．外部研修）

② 知的財産権取得促進事業

③ BCP等策定等支援事業

④ 事業承継等支援事業

対象となる
取組

対象経費 詳細は裏面以降をご覧ください。

申請書のダウンロードなどは
大分市ホームページをご覧ください

中小企業の経営力強化に向けた取り組みを支
援します～大分市中小企業者経営力強化補助金～

仕事・産業⇒企業支援・企業誘致
⇒創業・経営支援⇒経営支援

知的財産権を取得 BCP等策定等を策定 事業承継等を実施

自主研修を実施 外部研修を受講様々な取組に活用
いただけます！ 従業員等の業務上必要な能力

の向上または技術知識等の習
得のため自社で研修を企画・
開催する

補助率1/2 上限30万円
（DX研修は2/3）

従業員等の業務上必要な能力
の向上または技術知識等の習
得のため外部の研修機関が開
催する研修へ参加する

補助率1/2 上限30万円
（DX研修は2/3）

新製品、新技術又は役務に係
る国内知的財産のうち特許権、
実用新案権、意匠権又は商標
権の出願を行う

補助率1/2 上限50万円

不測の事態が発生した場合に
おいても、重要な事業を中断
させず、または中断しても可
能な限り短い期間で復旧させ
る方針（BCP）を作成する

補助率2/3 上限30万円

優れた経営資源を次世代に承
継し、雇用の確保などを実現
するために、後継者問題を抱
える企業の事業承継・M&Aを
実施する

補助率2/3 上限50万円

大分市中小企業者
経営力強化促進補助金

※国、県など他の補助
金との併用は出来ませ
ん



対象となる取組 補助対象経費 詳細

申請方法 事前申請のみ
☑まずはヒアリング
フォームへ入力を！

取り組みの内容を確認しま
すので申請書作成前に入力
をお願いします。
（所要時間3分）
※入力後3日（土日祝日を
除く）を目途に内容確認を
電話にて行います。

人材育成応援事業の
ヒアリングフォーム

申請期間
4月1日～3月31日
※研修初日の14日前（土日祝除く）までの申請が必要です

対象事業
大分市内で自ら企画・開催する研修や講習
（年度内に実施するものが対象）

対象受講者
対象企業の役員、個人事業主および従業員
（短時間・有期雇用労働者を含む）

対象経費

①会場借上費
②講師謝礼金
③講師招へいに係る交通費・宿泊費
④委託費（②③に相当するもののみ）

補助率・限度額

【補助率】
1/2（DX研修は2/3）

【限度額】
研修対象者1人あたり10万円
（1事業者あたり30万円まで）

①-1 人材育成応援事業（自主研修）

対象となる取組 補助対象経費 詳細

申請方法 事前申請 および 事後申請

☑まずはヒアリング
フォームへ入力を！

取り組みの内容を確認しま
すので申請書作成前に入力
をお願いします。
（所要時間3分）
※入力後3日（土日祝日を
除く）を目途に内容確認を
電話にて行います。

人材育成応援事業の
ヒアリングフォーム

申請期間
4月1日～3月31日
※事前申請の場合、研修初日の14日前（土日祝除く）までの申
請が必要です

対象事業

年度内に実施される実研修時間が6時間以上（DX研修は
10時間以上）の研修や講習で、次のいずれかの外部研修
機関が実施するもの
①公的研修機関
②試験研究機関、教育訓練機関、中小企業団体、事業協
同組合等
③専門的な研修を主たる事業としている民間団体または
企業等 ※注１

対象受講者

大分市内に勤務する対象企業の役員、個人事業主および
従業員
（非常勤役員・短時間・有期雇用労働者は除く）

対象経費

①研修費（受講料、テキスト代等）
②交通費 ※公共交通機関の利用に係る費用
③宿泊費

補助率・限度額

【補助率】
1/2（DX研修は2/3）

【限度額】
研修対象者1人あたり10万円
（1事業者あたり30万円まで）

（注１）「専門的な研修を主たる事業としている民間団体または企業等」とは、公式ホームページ（SNSを除く）にて開催について明記され
ており、研修の詳細（受講内容、受講日程、経費）を別途書類等にて確認できる民間団体または企業のことです。

①-2 人材育成応援事業（外部研修）



対象となる取組 補助対象経費 詳細

申請方法 事前申請 または 事後申請

☑まずはヒアリング
フォームへ入力を！

取り組みの内容を確認しま
すので申請書作成前に入力
をお願いします。
（所要時間3分）
※入力後3日（土日祝日を除
く）を目途に内容確認を電
話にて行います。

知的財産権取得促進事業の
ヒアリングフォーム

申請期間
4月1日～3月31日
※事前申請の場合、出願日の14日前（土日祝除く）までの申請
が必要です

対象経費

①出願料
②電子化手数料
③弁理士に対する報酬（消費税を除く）
④登録料（3年分） ※実用新案権のみ

補助率・限度額

【補助率】
1/2

【限度額（出願1件あたり）】
特許権、実用新案権 20万円
意匠権、商標権 10万円

※1事業者につき年度内50万円に達するまで複数回申
請が可能です。

注意事項
【その他】
出願番号通知が発送された日と補助対象経費の支払日
がいずれも令和6年度内であるものに限ります。

知的財産権取得促進事業

対象となる取組 補助対象経費 詳細

申請方法

事前申請 または 事後申請

※BCP策定については事業着手前、事業継続力強化計画
策定については事後申請となります。

☑まずはヒアリング
フォームへ入力を！

取り組みの内容を確認しま
すので申請書作成前に入力
をお願いします。
（所要時間3分）
※入力後3日（土日祝日を
除く）を目途に内容確認を
電話にて行います。

BCP等策定等支援事業の
ヒアリングフォーム

申請期間
4月1日～3月31日
※事前申請の場合、策定開始の14日前（土日祝除く）までの申
請が必要です

対象経費

他事業者の支援を受けて策定または改定する際に生じる
経費

①委託費
②印刷製本費
（ただし、自社で製本を行う場合は対象外）

補助率・限度額

【補助率】
2/3

【限度額】
30万円

注意事項

・介護サービス事業所又は障害福祉サービス事業所に係
るBCP等の策定等は補助対象となりません。
・１補助対象者につき年度内１回のみの申請となります。

BCP等策定等支援事業



▶▶補助金申請の流れ

ヒアリングフォーム
への回答送信

▶

支援機関への相談
※事業承継等支援事業のみ

▶

申請書の提出

▼

（書類審査・交付決定
後）取組実施

◀

実施結果報告

◀

書類審査・補助額
の確定

◀

ヒアリング/取材

本補助金活用の事例と
して、HP等で取組を公
表させていただく場合
があります。

補助金を指定の口座に
交付します。

事業完了の日から起算
し15日以内または3月31
日のいずれか早い日ま
でに実績報告書を提出
してください。

創業経営支援課に申請書を提出してください。

※メール・郵送での申請が可能です
交付申請書に「担当者名」と「担当者の連絡先」を記載する
ことで、すべての提出書類への押印が不要となります。
また、添付書類についても写し（コピー）で良いことから
メールでの申請が可能です。
提出先：hanro@city.oita.oita.jp 経営支援担当班宛て

実施する取組が補助対
象となるかどうか確認
を行います。
※ヒアリングフォームへの
入力・回答送信後、３日
（土日祝日を除く）を目途
に内容確認を電話にてす。

事業の内容や予算に変更が生
じる場合は、あらかじめ（発
注・契約前）に「変更申請書」
のご提出が必要となることが
ありますので、創業経営支援
課までご相談ください。

※ すべての取組において、交通費・宿泊費・飲食代及び広告宣伝（プロモーション）に関する費用は対象外です。

補助対象経費 詳細

申請方法 事前申請のみ

☑まずはヒアリング
フォームへ入力を！

取り組みの内容を確認しま
すので申請書作成前に入力
をお願いします。
（所要時間3分）
※入力後3営業日（土日祝
日を除く）を目途に内容確
認を電話にて行います。

事業承継等支援事業の
ヒアリングフォーム

申請期間 4月1日～3月31日
※委託日の14日前（土日祝除く）までの申請が必要です

対象事業

支援機関（大分県事業承継・引継ぎ支援センター、大分
商工会議所、野津原町商工会）による支援を受けたうえ
で行う、事業承継またはM&A売却にかかる業務の専門業
者への委託事業

対象経費

【事業承継】
・初期診断経費
・コンサルティング経費
・企業概要書の作成経費
・事業承継計画の作成経費
・企業価値、譲渡価格の算定経費、着手金
【M&A売却】
・初期診断経費
・コンサルティング経費
・企業概要書の作成経費
・M&A計画の作成経費
・企業価値、譲渡価格の算定経費
・M&A仲介手数料
・マッチング登録料、着手金

補助率・限度額

【補助率】
2/3

【限度額】
50万円

注意事項 1補助対象者につき申請は1回限りとなります。

事業承継等支援事業

支援機関への事前相談が必須です

支援機関一覧 ※下記より１か所選択

■大分県事業承継・引継ぎ支援センター
大分市金池町３丁目１‐６４大分県中小企業会
館５階
電話 097-585-5010

■大分商工会議所中小企業相談部企業支援課
大分市長浜町３丁目１５-１９
電話 097-536-3208

■野津原町商工会
大分市野津原町８００番地
電話 097-588-0101

上記支援機関にご相談
ください。


